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市民オンブズマンは市民オンブズマンは
地方自治体の情報公開を地方自治体の情報公開を

どう進めてきたかどう進めてきたか

２０１３.６．２１ at 日本弁護士連合会

全国市民オンブズマン連絡会議

NPO法人 情報公開市民センター 事務局 内田隆

全国市民オンブズマン連絡会議全国市民オンブズマン連絡会議

１９９４年結成 ８３団体

国・地方自治体の不正・不当行為を
是正・追及

情報公開請求・住民訴訟が手段

全国一斉情報公開

「情報公開度ランキング」
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情報公開度ランキング情報公開度ランキング

年1回、共通の項目

各自治体に情報公開請求

テーマは当時の問題意識で毎年変更

点数は全国オンブズが採点

政務調査費領収書政務調査費領収書 添付状況添付状況

裁判例など裁判例など 予算編成過程予算編成過程 情報公開情報公開
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権利濫用規定の増加権利濫用規定の増加

2010年調査 38自治体（854自治体中）

うち「請求を拒否できる」 5
2012年調査 48自治体（855自治体中）

うち「請求を拒否できる」 11
適用事例 東京都西東京市 3件

北海道富良野市 1件
ほか9市区 0件

(春日市、荒川区、横浜市、富山市、一宮市、
豊田市、箕面市、奈良市、阿南市）

開示請求手数料開示請求手数料

2009年度調査 83自治体（854自治体中）

2010年度調査 77自治体（809自治体中）

2011年度調査 75自治体（855自治体中）

☆国は開示請求手数料を取る（1件300円）

東大に対する情報公開東大に対する情報公開

開示請求手数料開示請求手数料
原発研究者への電力会社からの寄付金調査

東京大学 ・学部ごとに1件
・受託研究・共同研究・奨学寄附金ごとに1件
・各会社ごとに1件 とカウント

☆１８会社分を全学部請求する場合(全部）

１８会社×４５学部×３項目×３００円

＝７２９，０００円 開示請求手数料がかかる

民営化で情報公開できなくなる民営化で情報公開できなくなる

・H15.10自動車安全運転センター→民間法人

・H15.10社会保険診療報酬支払基金→民間法人

・H16.4 新東京国際空港公団→民間法人

・H16.4 帝都高速度交通営団→特殊会社

・H17.10 日本道路公団等4公団→ 特殊会社

・H19.10 日本郵政公社→民営化

・H19.10 (財)日本船舶振興会→指定法人化

・H19.10 日本自転車振興会→指定法人化

民営化で情報公開できなくなる民営化で情報公開できなくなる

・H19.11 総合研究開発機構→財団法人化

・H20.1 地方競馬全国協会→地方共同法人化

・H20.4（財）日本小型自動車振興会→指定法人化

・H20.10 日本政策投資銀行→民営化

・H20.10 商工組合中央金庫→民営化

・H20.10 公営企業金融公庫→地方共同法人化

・H20.10（独）通関情報処理センター→民営化

総務省 情報公開法 施行状況調査

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/jyohokokai/chousa.html

国国の情報公開法に対しての情報公開法に対して

・国会も情報公開法の対象に

現状：衆議院規程（2008年4月～）

参議院規程（2011年4月～）

立法及び調査に関する文書を除く

・電力会社も独法等情報公開法の対象に

現状：民間会社は対象外

（例外：新関西国際空港株式会社）
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外務省報償費情報公開訴訟外務省報償費情報公開訴訟
平成１３年４月 開示請求

平成18年2月 東京地裁判決

平成20年1月 東京高裁判決

平成21年2月 最高裁で判決確定

平成21年10月 外務省が開示

平成21年12月 異議申立て

平成22年1月 外務省が審査会に諮問

平成22年7月 意見書提出


